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2010 年 6 月 10 日 

 

2010 年 1～3 月期ＧＤＰ（2 次速報）の結果 
～実質ＧＤＰ成長率は前期比＋1.2％（同年率＋5.0％）へ小幅に上方修正～ 

 

本日発表された 2010 年 1～3 月期の実質ＧＤＰ（2 次速報）は前期比＋1.2％（同年率＋5.0％）とな

り、1次速報の同＋1.2％（同年率＋4.9％）から小幅に上方修正された。名目成長率も同＋1.3％と 1 次

速報の同＋1.2％から上方修正された。ＧＤＰデフレーターは前年同期比－2.8％と 1 次速報の－3.0％

から上方修正された。 

需要項目別に 1次速報からの修正状況をみると、個人消費は前期比＋0.4％、住宅投資も同＋0.4％へ

とそれぞれ小幅に上方修正された。需要サイドの統計である法人企業統計調査の結果などを受けて、設

備投資は同＋1.0％から同＋0.6％へと下方修正され、民間在庫の実質ＧＤＰに対する前期比寄与度は＋

0.2％から＋0.1％へと小幅に下方修正された。また、政府最終消費は同＋0.4％へと小幅に下方修正さ

れ、公共投資は同－0.5％へと上方修正された。この結果、内需の前期比寄与度は 1次速報の＋0.6％と

同じだった。輸出及び輸入はどちらも 1 次速報と変わらなかったため、外需の前期比寄与度は＋0.7％

のままだった。 

総じてみると 1次速報からの修正は小幅なものにとどまり、実質ＧＤＰは高い成長率を維持した。中

国など新興国を中心とした世界経済の回復などを背景に輸出の大幅な増加が続いているのに加え、在庫

調整が概ね完了したことも影響して鉱工業生産は増加を続けている。また、新車購入への補助金支給や

エコポイント制度などの消費刺激策が引き続き個人消費の下支えに寄与している。 

需要に比べ供給力が過大となっているため企業が増産のための投資や雇用の拡大を積極的に行う経

営環境には至っていないものの、稼働率の上昇や企業収益の持ち直しを背景に設備投資は底入れした。

所定外労働時間の増加などにより賃金は持ち直しており、失業率が緩やかながらも低下基調にあるなど

雇用・所得環境は最悪期を脱している。ギリシャの財政問題を発端に欧州経済の先行き不透明感は強ま

っており、国内では消費刺激策の効果が今後衰えていくとみられるなど懸念材料はあるが、新興国を中

心とした世界経済の回復は続くとみられ、輸出の増加を背景とした国内景気の回復メカニズムに今後も

大きな変化はないだろう。日本経済は、輸出の増加が企業や家計の所得を徐々に改善させ、それが国内

民需の増加へと波及するかたちで、今後も緩やかな回復傾向が続くと見込まれる。 
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前期比（％）

2008年 2010年

10-12 1-3 4-6 7-9 10-12 1-3

実質ＧＤＰ － 2.5 － 4.2 1.7 0.1 1.1 1.2 1.2 0.0

同 　   (年  率) － 9.6 － 15.8 6.9 0.4 4.6 5.0 4.9 0.1

同　    (前年同期比) － 4.1 － 8.9 － 5.7 － 5.2 － 1.1 4.6 4.6 0.0

内需寄与度　　　　　 (*) 0.2 － 3.5 － 0.1 － 0.2 0.4 0.6 0.6 0.0

個人消費 － 0.8 － 1.2 1.0 0.6 0.7 0.4 0.3 0.1

住宅投資 3.0 － 7.1 － 9.8 － 7.3 － 2.6 0.4 0.3 0.1

設備投資 － 7.0 － 9.7 － 3.8 － 2.1 1.1 0.6 1.0 － 0.4

民間在庫　　　　　 (*) 1.4 － 1.3 － 0.2 － 0.1 － 0.2 0.1 0.2 － 0.1

政府最終消費 1.1 0.7 0.1 0.1 0.7 0.4 0.5 － 0.1

公共投資 0.3 3.8 7.5 － 0.8 － 0.9 － 0.5 － 1.7 1.2

外需寄与度　　　　　 (*) － 2.7 － 0.7 1.8 0.3 0.7 0.7 0.7 0.0

輸出 － 14.2 － 24.8 10.1 8.6 5.8 6.9 6.9 0.0

輸入 0.4 － 18.0 － 3.5 5.7 1.0 2.3 2.3 0.0

名目ＧＤＰ － 1.1 － 4.4 0.2 － 0.3 0.3 1.3 1.2 0.1

同  　  (年  率) － 4.3 － 16.5 0.8 － 1.0 1.3 5.4 4.9 0.5

同 　   (前年同期比) － 3.7 － 8.6 － 6.3 － 5.8 － 3.8 1.6 1.4 0.2

0.4 0.3 － 0.6 － 0.7 － 2.8 － 2.8 － 3.0 0.2

(注)内需寄与度、民間在庫、外需寄与度は実質ＧＤＰに対する寄与度

(出所)内閣府「国民経済計算」

変化幅
(％ﾎﾟｲﾝﾄ)

ＧＤＰデフレーター

　　　　　　(前年同期比)
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四半期別ＧＤＰ成長率（需要項目別） 
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